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本日のポイント本日のポイント

地球温暖化が進んでおり、人間の経済活動が地球温暖化が進んでおり、人間の経済活動が
原因である可能性がかなり高い。原因である可能性がかなり高い。

今後今後2020～～3030年程度で全地球的に大規模な排年程度で全地球的に大規模な排

出削減を行うことが極めて重要である。出削減を行うことが極めて重要である。

今すぐ利用できる既存技術の最大限の活用と、今すぐ利用できる既存技術の最大限の活用と、
今後数十年で実用化される技術により温暖化今後数十年で実用化される技術により温暖化
ガスの濃度安定化は可能である。ガスの濃度安定化は可能である。

革新的技術の実用化の確実な実現が鍵。革新的技術の実用化の確実な実現が鍵。
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IPCCIPCC第４次報告の概要第４次報告の概要

1.1. 気候変化とその影響に関する観測結果気候変化とその影響に関する観測結果

2.2. 変化の原因変化の原因

3.3. 予測される気候変化とその影響予測される気候変化とその影響

4.4. 適応と緩和のオプション適応と緩和のオプション

5.5. 長期的な展望長期的な展望
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ＩＰＣＣとはＩＰＣＣとは ＩＰＣＣ：気候変動に関する政府間パネルＩＰＣＣ：気候変動に関する政府間パネル
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第４次評価報告書（ＡＲ４）とは第４次評価報告書（ＡＲ４）とは
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気候システムの温暖化気候システムの温暖化（観察）（観察）
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山岳氷河と積雪山岳氷河と積雪（観察）（観察）
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人間活動の影響（１）人間活動の影響（１）
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人間活動の影響（２）人間活動の影響（２）
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気候変動予測シナリオ気候変動予測シナリオ
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２１世紀末までの気温上昇

1.8度

4.0度



洪水と干ばつ洪水と干ばつ（将来の影響）（将来の影響）
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小島嶼の例小島嶼の例（水資源の減少）（水資源の減少）
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長期的な安定化シナリオ（１）長期的な安定化シナリオ（１）
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長期的な安定化シナリオ（２）長期的な安定化シナリオ（２）
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主要部門別国内対策主要部門別国内対策
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安定化達成のための技術開発とその導入安定化達成のための技術開発とその導入
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エネルギー起源エネルギー起源COCO22対策の必要性対策の必要性

温暖化ガスの約８割は二酸化炭素温暖化ガスの約８割は二酸化炭素（２００４年：７７％）（２００４年：７７％）

二酸化炭素の約８割はエネルギー起源二酸化炭素の約８割はエネルギー起源

経済成長、生活にエネルギー利用が欠かせない経済成長、生活にエネルギー利用が欠かせない

エネルギー利用の効率化は化石エネルギー資源エネルギー利用の効率化は化石エネルギー資源
の節約、エネルギー安全保障に貢献し、かつ、温の節約、エネルギー安全保障に貢献し、かつ、温
暖化ガス削減に寄与暖化ガス削減に寄与

炭素集約度の低いエネルギー利用の促進炭素集約度の低いエネルギー利用の促進
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将来のエネルギー需給将来のエネルギー需給

今後今後2020～～3030年の国内エネルギー消費は年の国内エネルギー消費は

民生（家庭・業務）部門と運輸部門が中心民生（家庭・業務）部門と運輸部門が中心

世界では中国・インドなどのアジア途上国世界では中国・インドなどのアジア途上国
のエネルギー消費増大が顕著のエネルギー消費増大が顕著

省エネ先進国である日本の省エネ技術へ省エネ先進国である日本の省エネ技術へ
の期待が大きいの期待が大きい
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地球環境問題とエネルギー安全保障地球環境問題とエネルギー安全保障

背景背景

エネルギー消費の増大によるエネルギー消費の増大によるCOCO22の急増の急増

化石燃料（石油、天然ガス）の偏在性化石燃料（石油、天然ガス）の偏在性

新興経済国の需要急増に伴う資源獲得競争激化新興経済国の需要急増に伴う資源獲得競争激化

天然ガスパイプライン供給中止問題天然ガスパイプライン供給中止問題

エネルギー価格の高騰（石油、天然ガス、石炭）エネルギー価格の高騰（石油、天然ガス、石炭）

２つの問題はコインの両面２つの問題はコインの両面

エネルギー源多様化（低炭素化、脱化石燃料）エネルギー源多様化（低炭素化、脱化石燃料）

消費効率化の必要性消費効率化の必要性 19



２０３０年までのエネルギー消費２０３０年までのエネルギー消費
－－ 中・長期的な姿中・長期的な姿 －－

今後今後2020～～3030年のエネルギー消費の中心年のエネルギー消費の中心

は化石燃料（石炭、石油、天然ガス）は化石燃料（石炭、石油、天然ガス）

先進国の消費増は民生（家庭・業務）部門先進国の消費増は民生（家庭・業務）部門
と運輸部門が中心と運輸部門が中心

世界では中国・インドなどのアジア途上国世界では中国・インドなどのアジア途上国
のエネルギー消費増大が顕著のエネルギー消費増大が顕著

省エネ先進国である日本の省エネ技術へ省エネ先進国である日本の省エネ技術へ
の期待が大きいの期待が大きい
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世界の一次エネルギー消費世界の一次エネルギー消費((地域別地域別))
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年平均伸び率

’80-’05 ’05-’30
世界 1.9% 1.9%

アジア 4.5% 2.9%

北米 1.1% 1.0%

2030年のアジアのエネルギー消費量は着実な経済成長の下、現在の約2倍へ拡大
(2005年32億トン→2030年65億トン)。

2005年
103億トン

↓

2030年
165億トン

(1.6倍増)

世界

アジア

2005年
32億トン

↓

2030年
65億トン

(2.0倍増)

32億トン

65億トン

(財)日本エネルギー経済研究所「アジア・世界エネルギーアウトルック」第399回定例研資料（2007年10月）
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・アジアでは発電部門での消費増加を背景に石炭が2030年においても最大
シェアを占める （石炭シェア 49％→42％）

・アジアでは中国、インド、日本、韓国での原子力の新規建設を背景に、原子力
のシェアが徐々に拡大

世界、アジアの一次エネルギー消費シェア世界、アジアの一次エネルギー消費シェア

(財)日本エネルギー経済研究所「アジア・世界エネルギーアウトルック」第399回定例研資料（2007年10月）



世界の一次エネルギー消費増加量世界の一次エネルギー消費増加量((エネルギー源別エネルギー源別))

23

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2005-2030増加量

石油換算百万トン

石炭

原子力

水力
その他
再生可能

石油

天然ガス

石炭 石油 天然ガス 原子力 水力 再生可能

24% 30% 33% 4.5% 2.2% 6.4%

2005-2030年の増加量シェア

一次エネルギー消費増加量の約９割が化石エネルギーに集中。

(財)日本エネルギー経済研究所「アジア・世界エネルギーアウトルック」第399回定例研資料（2007年10月）



自動車保有率自動車保有率
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・アジア諸国では急速な経済発展に伴い、モータリゼーションが進展。

・中国、インドでは自動車保有台数が増加するものの、2030年での保有率は先進国
を大幅に下回っており、2030年以降もさらに保有台数が増加する可能性が大きい。
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(財)日本エネルギー経済研究所「アジア・世界エネルギーアウトルック」第399回定例研資料（2007年10月）



化石燃料利用が中心化石燃料利用が中心

クリーンな化石燃料利用技術が重要クリーンな化石燃料利用技術が重要

ＧＣＣ（ガス複合発電）、ＣＣＳ（炭素隔離貯蔵）ＧＣＣ（ガス複合発電）、ＣＣＳ（炭素隔離貯蔵）

既存の省エネルギー技術が重要既存の省エネルギー技術が重要

消費者による高効率製品の選択・購入・代消費者による高効率製品の選択・購入・代
替が必要替が必要

市場（需要）の拡大が商品化技術のコスト市場（需要）の拡大が商品化技術のコスト
ダウンと普及を促進ダウンと普及を促進
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技術の重要性（既存技術の移転）技術の重要性（既存技術の移転）
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経済発展

エネルギー需要

技術進歩

●

●

●

A

B

B'

離陸期 成熟経済高度成長期

技術移転により経済
成長に伴うエネル
ギー消費増は抑制さ
れる

●

●



２１００年までのエネルギー２１００年までのエネルギー
－－ 超長期シナリオの例超長期シナリオの例 －－

経済発展とエネルギー安定供給、環境保全の経済発展とエネルギー安定供給、環境保全の
同時達成は技術の役割同時達成は技術の役割

省エネルギー省エネルギー

燃料転換燃料転換

ＣＯ２固定化ＣＯ２固定化

再生可能エネルギー再生可能エネルギー

将来型原子炉（核融合）将来型原子炉（核融合）

資源の枯渇性、偏在性、技術進歩の不確実性資源の枯渇性、偏在性、技術進歩の不確実性
と地球環境制約（土地、食糧、水を含む）とと地球環境制約（土地、食糧、水を含む）と技術技術
進歩の不確実性の緩和進歩の不確実性の緩和の重要性の重要性
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核融合導入シナリオ想定核融合導入シナリオ想定（ケース設定）（ケース設定）
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将来的原子
力コスト
(2030→
2100年）

考え方

悲観 :
30 →30
㌣/kWh

　地球温暖化問題に特段の配慮を
せず、これまでのトレンドで推移
（とても許容できないケース）

◎
中間：

30 →15
㌣/kWh

　地球温暖化問題を考慮すると、少なくと
も省エネ及び再生可能エネルギーは政策的
に促進されるケース（省エネ・再生可能エ
ネ促進は政策的に同時進行）

◎ ◎
楽観 :
30 →3
㌣/kWh

　地球温暖化問題等への対処のた
め、新エネルギーとして将来的原
子力開発が促進されるケース

◎ 　 ◎
楽観 :
30 →4
㌣/kWh

　地球温暖化問題等への対処のため、新エ
ネルギーとして将来的原子力及び将来的原
子力起源水素開発（水電気分解・廃棄物起
源水素）が促進されるケース（将来的原子
力の付加価値の高度化、水素社会の加速）

省エネ・再生エネ
促進ケース
（Ｃ・Ｒ）

省エネ・再生エネ・
将来的原子力促進

ケース
（Ｃ・Ｒ・Ｆ(Ａ)）

省エネ・再生エネ・
将来的原子力促進
（含水素）ケース

（Ｃ・Ｒ・Ｆ(Ｂ)）

ＢＡＵケース

将来的
原子力促進

(水素含－水分
解・廃棄物)
（Ｆ（Ｂ））

シナリオ要素

ケース名

備　　　考
省エネ・

再生エネ促進
（Ｃ・Ｒ）

将来的
原子力促進
(水素ナシ)

（Ｆ（Ａ））

省エネ・再生可能エネ促進、将来的原子力（核融合）、水素製造



先進国と途上国のｼｪｱの変化（先進国と途上国のｼｪｱの変化（BAUBAU））
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発展途上国のＧＤＰ成長に併せ、経済発展段階の産業構造等及びエネルギー効率の悪さ
を反映し、一次エネ及びＣＯ2排出量のシェアは大幅に拡大

日本のウェイトは全ての項目で大幅に減少



一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の推移一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の推移（世界ＢＡＵケース（世界ＢＡＵケース))
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石炭の消費は、堅調に推移 （中国、インドの産炭国の消費増大）

在来型の石油は、2040年を超える頃にピーク、非在来型の石油の生産開始

天然ガスについては、2060年頃にピーク、非在来型天然ガス（タイトサンドガス等）生産開始

将来的原子力は、2100年に市場導入



一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の推移一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の推移
（省エネ・再生エネ・将来的原子力（水素含）促進ｹｰｽ（省エネ・再生エネ・将来的原子力（水素含）促進ｹｰｽ))
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将来的原子力（発電コスト楽観ケース）は、2040年に市場導入

将来的原子力の2100年における一次エネシェアは、13.7%



CO2CO2排出量のｹｰｽ別推移（シナリオ要素）排出量のｹｰｽ別推移（シナリオ要素）

3232
地球温暖化対策には、省エネ等の単独ポリシーでは限界。再生可能エネ促進

及び将来的原子力等多用なオプションから最適なポリシーミックスを実現していく
ことが必要
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おわりにおわりに

核融合及び革新的技術の果たす役割核融合及び革新的技術の果たす役割

33

将来的原子力は、将来的原子力は、資源制約、環境適合性及び供給力資源制約、環境適合性及び供給力においてにおいて有望有望

そのポテンシャルを現実のものとしていくには、そのポテンシャルを現実のものとしていくには、技術的課題の克服・経技術的課題の克服・経
済性の確保・社会的受容性の確保済性の確保・社会的受容性の確保をを確実なものとしていく必要確実なものとしていく必要

将来のエネルギー需給や地球環境対策といった観点から、その意義将来のエネルギー需給や地球環境対策といった観点から、その意義
を確認しを確認し様々な可能性を幅広く模索様々な可能性を幅広く模索しつつ、弾力的に開発を進めてしつつ、弾力的に開発を進めて
いく必要いく必要

エネルギー・環境問題への取り組みは、先進国のみならず途上国を含エネルギー・環境問題への取り組みは、先進国のみならず途上国を含
めてめて世界規模世界規模でなされる必要でなされる必要

特に超長期に渡る日本経済のプレゼンスを勘案すると、ただ単に日特に超長期に渡る日本経済のプレゼンスを勘案すると、ただ単に日
本のエネルギー開発の観点に留まることなく、本のエネルギー開発の観点に留まることなく、グローバルな観点からグローバルな観点から
の将来的原子力技術の開発必要性の将来的原子力技術の開発必要性、世界への技術貿易・技術移転、世界への技術貿易・技術移転
が重要が重要


